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１．法人の概要 

１－１ 設置学校 

設置学校等 校長等 所在地 設置学部・学科等 

法人本部 理事長 澁谷 泰秀 青森市幸畑 2-3-1  

青森大学 学長 澁谷 泰秀 青森市幸畑 2-3-1 

(東京キャンパス) 

東京都江戸川区 

清新町 2-10-1 

(むつキャンパス) 

青森県むつ市金谷 

1-10-1 下北文化会

館 2F 

総合経営学部 経営学科 

社会学部 社会学科 

ソフトウェア情報学部 

ソフトウェア情報学科 

薬学部 薬学科 

青森山田高等学校 

全日制課程 

校長 花田 惇 青森市青葉 3-13-40 普通科 

・特進コース 

・キャリアアップコース 

・アートエクスプレッシ

ョンコース（ウインドシ

ンフォニー専攻、クリエ

イティブアート専攻） 

・スポーツコース（アド

バンスクラス、スタン

ダードクラス） 

IT ビジネス科 

調理科 

青森山田高等学校 

通信制課程 

校長 花田 惇 (青森校) 

青森市幸畑 2-3-1 

(札幌校) 

北海道札幌市豊平区

旭町 4-1-40 

(東京校) 

東京都江戸川区清新

町 2-10-1 

普通科 

青森山田高等学校 

自動車専攻科 

校長 花田 惇 青森市大字大矢沢字 

野田 134-5 

 

青森山田中学校 校長 花田 惇 青森市青葉 3-13-40  

呉竹幼稚園 園長 湯沢 あけ美 青森市松原 2-15-2  
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螢ヶ丘幼稚園 園長 越後谷 絹子 青森市赤坂 1-27-9  

青森県ヘアアーチスト

専門学校 

校長 榊 くみ 弘前市大字表町 6-4 理容科、美容科 

(昼間課程、通信制課程) 

 

１－２ 建学の精神 

  校訓として「誠実、勤勉、純潔、明朗」を掲げ、さらに「文武両道」を教育目標と

して進めてきた。実践的な能力を持つ人材の育成を通じて、地域社会に貢献すること

を本学園建学の精神として進めている。 

 

１－３ 青森山田学園の沿革 

年月 沿革 

大正 ７年 ４月 創立者山田きみ裁縫塾開設 

昭和 ６年 ３月 青森家政学園設立 

昭和 ８年 ３月 実業学校令 山田高等家政女学校認可 

昭和２３年 ３月 財団法人山田学園設立 

昭和２３年 ４月 山田高等学校開設 

昭和２６年 ３月 財団法人組織変更、学校法人山田学園となる。 

山田きみ理事長就任。高等学校男子部認可 

昭和３５年 ４月 呉竹幼稚園開設 

昭和３６年 創立者山田きみ理事長逝去、田沼敬造理事長就任 

昭和３７年 １月 学校法人山田学園を学校法人青森山田学園と改称 

  同   ４月 青森短期大学商経科第一部開設 

昭和４０年 山田繁弥理事長就任 

昭和４１年 木村正枝理事長就任 

昭和４１年 ４月 青森短期大学商経科第二部開設 

昭和４３年 ４月 青森大学経営学部経営学科開設 

昭和５３年 ４月 十和田幼稚園開設 

昭和５５年 ４月 北園幼稚園開設 

昭和５６年 ４月 青森大学社会学部社会学科開設 

昭和５７年 ４月 青森山田高等学校自動車専攻科開設 

昭和６０年 ４月 螢ヶ丘幼稚園開設 

平成 ４年 ４月 青森大学工学部電子情報工学科、情報システム工学科、生物 

工学科開設 

平成 ９年 ４月 青森大学経営学部産業学科、社会学部社会福祉学科開設 

平成１０年 ４月 青森山田高等学校通信制課程開設 

平成１１年 ４月 青森大学大学院環境科学研究科環境管理学専攻、環境教育学 
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専攻開設（修士課程） 

平成１２年 ４月 青森県ヘアアーチスト専門学校開設 

平成１３年 ４月 青森山田中学校開設 

平成１４年 ４月 青森大学工学部電子情報工学科を電子システム工学科へ 

名称変更 

同 同経営学部産業学科を産業デザイン学科へ名称変更 

平成１４年 ７月 木村隆文理事長就任 

平成１６年 ４月 青森大学薬学部医療薬学科（４年制）開設（工学部生物工学科

を改組） 

同 同ソフトウェア情報学部開設（工学部電子システム工学科、情

報システム工学科を改組） 

同 同経営学部産業デザイン学科をビジネス情報学科へ名称変更 

同 青森短期大学商経科をビジネス創造学科へ名称変更 

平成１８年 ４月 薬学部薬学科（６年制）開設 

同 青森短期大学ビジネス創造学科を地域創造学科へ名称変更 

平成１９年 ３月 十和田幼稚園廃止 

平成２０年 ３月 青森大学経営学部ビジネス情報学科廃止 

平成２１年 ３月 青森大学工学部廃止 

平成２１年 ３月 青森短期大学商経科第二部廃止 

平成２３年 ５月 青森大学薬学部医療薬学科（４年制）廃止 

平成２３年１１月 木村隆文理事長逝去、木村雅大理事長代行就任 

平成２４年 ４月 盛田稔理事長就任 

平成２５年 ３月 青森大学大学院、青森短期大学廃止 

平成２６年 ４月 岡島成行理事長就任 

平成２７年 ３月 青森大学社会学部社会福祉学科廃止 

平成２９年 ４月 青森大学経営学部を総合経営学部へ名称変更 

平成３０年１０月 青森山田学園１００周年、青森大学５０周年記念式典開催 

平成３１年 ４月 青森大学東京キャンパス開設 

令和 元年 ４月 青森大学ねぶた健康研究所開設 

令和 ４年 ４月 青森大学むつキャンパス開設 

令和 ６年 ４月 青森山田高等学校通信制課程東京校開設 

令和 ６年 ６月 澁谷泰秀理事長就任 

令和 ７年 ３月 北園幼稚園廃止（事業承継による） 
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１－４ 基本理念、教育目標、教育方針 

  【青森大学】 

   基本理念 

・青森の豊かな自然と文化の中で人間性と確かな教養を培い、社会に役立つ基

礎学力、技術及び専門知識を身に付けさせるための実践的な教育を行う。 

・教員と学生の親密なコミュニケーションを通じて、教員が個々の学生の能力

を十分に引き出すための親身な指導を行う。 

・大学の知的財産を活用することにより地域への社会貢献を行うとともに、地

域との親密な交流を通じて地域から愛される大学となることを目指す。 

 

  【青森山田高等学校 全日制課程】 

   教育目標 

   ・互いを尊重しあい、協働して社会を造りあげる品性のある人間形成を目指

す。 

・自らの力で未来を切り拓く、個性豊かなグローバルリーダーを育成する。    

 

【青森山田高等学校 通信制課程】 

   教育目標 

    多様な課題を抱える生徒を受け入れるための通信制高校であり、生徒の実態

に合わせた教育活動を展開する。生徒に対してきめ細やかな把握・管理と、

進路指導、キャリア教育、個別指導、特別活動等による集団生活や人間関係

の構築、コミュニケーションスキルの育成等から、生徒が抱える様々な困難

や課題に対する為の取り組みを重視する事を目標とする。 

 

  【青森山田高等学校 自動車専攻科】 

   教育目標 

   ・資格（国家二級整備士）取得を最大目標とした教育。 

   ・自動車のコンピュータ化に対応できる人材、コミュニケーション能力に優れ

た人材の育成に努める。 

   ・社会人として責任感と倫理観を持ち、自動車業界に貢献できる人材の育成に

努める。 

 

  【青森山田中学校】 

   教育目標 

   ・互いを尊重しあい、協働して社会を造りあげる品性のある人間形成を目指

す。 

・自らの力で未来を切り拓く、個性豊かなグローバルリーダーを育成する。 
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 【呉竹幼稚園】 

   教育方針 

・主体的な活動ができる子どもの育成。 

・基本的な生活習慣の育成。 

・多様な体験を通した豊かな感性の育成。 

 

  【螢ヶ丘幼稚園】 

   教育方針 

   ・主体的な活動ができる子どもの育成。 

   ・基本的な生活習慣の確立。 

   ・多様な体験を通した豊かな感性の育成。 

 

  【青森県ヘアアーチスト専門学校】 

   教育目標 

   ・社会人としての教養や近代的な感覚を身に付けた人材を育成する。 

   ・専門性を生かし、社会に貢献できる職業人を育成する。 

   ・教職員の資質向上により、教育力を向上させる。 
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１－５ 各学校の入学定員、学生・生徒・園児数（令和 7 年 5 月 1 日現在） 

設置学校名 
入学 

定員 

収容 

定員 

学生・ 

生徒・ 

園児数 

青森大学 

総合経営学部 130 名 500 名 515 名 

社会学部 70 名 280 名 242 名 

ソフトウェア情報学部 70 名 260 名 249 名 

薬学部 50 名 360 名 218 名 

大学合計 320 名 1,400 名 1,224 名 

青森山田高等学校 

全日制課程 

普通科 320 名 960 名 892 名 

IT ビジネス科 40 名 120 名 87 名 

調理科 40 名 120 名 134 名 

高校全日制合計 400 名 1,200 名 1,113 名 

青森山田高等学校 

通信制課程 

青森校 120 名 360 名 127 名 

札幌校 90 名 270 名 86 名 

東京校 160 名 320 名 118 名 

高校通信制合計 370 名 950 名 331 名 

青森山田高等学校自動車専攻科 － 名 50 名 17 名 

青森山田中学校 80 名 240 名 217 名 

呉竹幼稚園 30 名 100 名 20 名 

螢ヶ丘幼稚園 30 名 100 名 10 名 

青森県ヘアアーチスト

専門学校 

昼間課程 － 名 60 名 41 名 

通信制課程 － 名 120 名 19 名 

専門学校合計 － 名 180 名 60 名 

総計 1,230 名 4,220 名 2,992 名 
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１－６ 理事・監事、評議員、教職員の概要（令和 7 年 6 月 20 日現在） 

区分 氏  名 区分 氏  名 

理事長 澁谷 泰秀 評議員 中村 拓道 

理 事 花田  惇 評議員 相馬 季明 

理 事 大森  繁 評議員 大地  香 

理 事 楠美 知剛 評議員 一戸 善正 

理 事 木村 雅大 評議員 加川  史 

理 事 大平 幸子 評議員 笠原 史久 

理 事 佐々木 誠造 評議員 荒川  栄 

理 事 崎谷 康文 評議員 榊  美樹 

理 事 柳谷 章二 評議員 工藤 義孝 

理 事 佐々木 淳一 評議員 杉本 康雄 

理 事 伊藤 正富 評議員 山本 浩平 

理 事 沼田 智光 評議員 阿部 吉平 

理 事 長内  祥 評議員 斎藤 誠子 

監 事 溝江 光則 評議員 三上 智治 

監 事 松井 照雄 ― ― 
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１－７ 教職員の概要（令和 7 年 5 月 1 日現在） 

機関名 区分 専任 
任期付 

非常勤 

法人本部 職員 11 名  3 名 

青森大学 
教員 82 名 57 名 

職員 45 名 14 名 

青森山田高等学校 全日制課程 
教員 57 名 27 名 

職員  9 名 25 名 

青森山田高等学校 通信制課程 

（青森校・札幌校・東京校） 

教員  9 名 17 名 

職員  1 名 ― 

青森山田高等学校 自動車専攻科 
教員 3 名 1 名 

職員 ― ― 

青森山田中学校 
教員 18 名 8 名 

職員 1 名 1 名 

呉竹幼稚園 
教員 3 名 2 名 

職員  1 名 ― 

螢ヶ丘幼稚園 
教員  4 名 1 名 

職員 1 名 2 名 

青森県ヘアアーチスト専門学校 
教員 4 名 7 名 

職員  1 名 ― 

合    計 250 名 165 名 
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２．事業の概要  

 

２－１ 法人本部 

＜事業計画＞ 

１．強固なガバナンス体制の構築 

私立学校を取り巻く厳しい社会情勢に耐えうる強固なガバナンス体制を構築する。 

２．強い財政基盤の構築 

（１）具体的な収入増加策 

① SNS やパブリシティなど幅広いツールの活用によるブランド力向上と学生募

集強化 

② 協賛会、同窓会、クラウドファンディング等の多角的な寄付金募集（協賛

会・同窓会で目標 2,500 万円） 

③ 金融機関との連携強化による安定した資金計画の策定 

④ 遊休資産売却による資金の確保（目標 2 億円） 

 

（２）具体的な支出削減策 

① 人事的施策による人件費削減（令和 6 年度比-1 億 3,200 万円） 

最小限の退職補充／外部研修や人事考課による教職員の資質向上／給与規程

改正／DX 化による業務の効率化／各機関事務部門の連携強化 

② 経費削減（令和 6 年度比-1 億円※寮関係経費除く） 

使途の厳格管理徹底／予算執行状況の月次管理 

３．理事会・評議員会の機能強化 

私立学校法改正により別開催が義務付けられた理事会と評議員会において、理事

会と評議員会がそれぞれの役割を果たすべく、準備、また構成員の意識改革を行

う。 

４．教育組織の見直し 

財政再建のために新規募集停止した部門（青森大学社会学部、青森山田高校自動

車専攻科・青森県ヘアアーチスト専門学校、3 幼稚園）の円滑な閉校に向けた処理

を継続する。また、同時に更なる募集停止についても検討を進める。 

５．学内組織の整備 

理事長会議・運営委員会・本部部長会議の相互関係調整と連携の緊密化 

６．危機意識の醸成 

学園全教職員が参加する 4 月の全体会議や、定例理事会後にする経営状況説明会

等を充実させ、教職員間の問題意識の統一を図る。 

 

＜実施結果＞ 
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１．強固なガバナンス体制の構築 

毎週開催される理事長会議は特別事情のない限り実施している。理事長会議は理

事長、本部部長以上、中学高校の副校長以上で構成され、全ての学内理事が含まれ

ている。この場では特に次回の理事会に向けた案件整理が行われ、理事会審議に向

けた綿密な整理が行われている。 

２．強い財政基盤の構築 

（１）具体的な収入増加策 

①SNS やパブリシティなど幅広いツールの活用によるブランド力向上と学生募集

強化 

SNS やパブリシティは前年度同様に積極的に活用され、ブランド力維持に役

立ったと思われる。入学者数に大幅な減少が見られないことから、この取り組

みは効果があったと言える。 

②協賛会、同窓会、クラウドファンディング等の多角的な寄付金募集（協賛会・

同窓会で目標 2,500 万円） 

協賛会による寄付金募集は、前年度の大口寄付が得られなかったこともあ

り、結果として寄付金収入は 1,200 万円に止まった。同窓会・クラウドファン

ディングは前年度をほぼ同様に活動した。特にクラウドファンディングは効果

的に運用するには相応のコストがかかるため、今後より研修を積みながら取り

組んでいく必要がある。 

③金融機関との連携強化による安定した資金計画の策定 

メインバンクである青森みちのく銀行とはほぼ定期的なミーティングを行い、

意思疎通を図ってきた。また青森みちのく銀行は理事会・評議員会に毎回陪席し

ているため、本学園の課題を正確に把握できる環境にある。その他の関係する金

融機関についても、折を見て情報共有を行い、連携強化に努めた。 

④遊休資産売却による資金の確保（目標 2 億円） 

今年度売却に至った資産については、募集停止により事業承継となった青森山

田高校自動車専攻科であったが、有休資産の売却は叶わなかった。 

（２）具体的な支出削減策 

①人事的施策による人件費削減（R6 比-1 億 3,200 万円） 

最小限の退職者補充については、例年どおり留意し、前年度退職者 34 名に対し

て新規採用を 25 名に抑えた。外部研修については情報収集と積極的な派遣に努め

たとは言えない。人事考課は、令和７年度は見直しの時期ということもあり中止

した。しかし令和 8 年度からは本格的に再開する予定である。給与規程の改正に

ついては鋭意検討を進め、一定の結論を見出すに至った。DX 化による業務の効率

化という点では、マイクロソフトの teams を活用したデジタル決裁やオンライン

共有が更に進んだと言える。また法人本部と大学事務局が同一事務室で業務を行

い、連携が進んだ。結果的に令和 7 年度は令和 6 年度に比べて人件費は 6,000 万
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円減となったが、目標値である 1 億 3,200 万円減には至らなかった。 

②経費削減（R6 比-1 億円※寮関係経費除く） 

経費予算執行の稟議を厳格に管理し、支出削減に努めた。また予算執行状況の月

次管理も徹底し、予算との乖離を早期に発見する効果があった。しかしながら結果

として経費は全体で 4,300 万円増加することとなった。 

３．理事会・評議員会の機能強化 

私立学校法改正によって、評議員会議案決定理事会、評議員会、理事会の流れ

を、幾度となく理事長会議等で確認し、それぞれの会議の役割に則した意思決定を

行なった。特に、評議員会と理事会の間に理事長会議を開催し、評議員会で出た意

見を確認して理事会に反映させるなど、メリハリのある意思決定プロセスを心がけ

た。 

４．教育組織の見直し 

青森県ヘアアーチスト専門学校は地元の専門学校を運営する学校法人に事業承継

することができた。青森山田高校自動車専攻科は自動車メーカーが新たに準学校法

人を設立して、新しい専門学校として生まれ変わる形を取ることができた。三つの

幼稚園のうち北園幼稚園は地元の幼稚園法人に事業承継を行った。（事業承継後閉

園）。呉竹幼稚園と螢ヶ丘幼稚園は未だ事業承継が実現せずに、運営を続けている。 

５．学内組織の整備 

運営会議は、各機関長で構成される会議であるが、大学と中学高校以外はいずれ

も募集停止機関となったために、休止状態とし、大学の学長と中学高校の校長が参

加する理事長会議に代える措置を取った。毎週行われる理事長会議は理事会案件を

ブラッシュアップする場、本部の部長会議はその前に課題を整理する場と、それぞ

れの役割を分けて議論を進めてきた。 

６．危機意識の醸成 

学園全教職員が参加する 4 月の全体会議では、理事長から年度の課題や学園の方

針について説明がされ、また本部長から学園の創立に至る経緯の説明がされ、課題

が多いながらも教職員の一体感を醸成することができた。定例理事会後には毎回経

営状況説明会を全教職員対象に実施、学園の現状をより詳しく周知することに努め

た。 

 

＜今後の課題及び対策等＞ 

１．理事長会議は、青森大学と青森山田高校をオンラインで繋いで実施しているが、

理事会案件が本部や大学に関する議題が大半を占めることもあり、高校が議論に参

加しづらい状況となっている。年に数回は合同開催する、なるべく相互に行き来

し、より活発な意見交換ができるように工夫が必要である。 

２．人件費削減はある程度進行しているが、目標とする減額には至らなかった。経営

改革計画に則って、削減計画に沿った人事配置を目指す必要がある。 
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３．パブリシティという点では、より多くの活動について、報道各社に紹介する必要

がある。本学園は運動部が盛んであり、中には自ずと報道で紹介される種目や選手

がいるが、その一方で、文化的な活動や価値ある教育活動、また研究活動につい

て、より多くの情報を発信していきたい。 

４．令和 6 年度は、経常収支差額の改善が急務だったこともあり、大口寄付を含めて

多くの寄付金が得られた。令和 7 年度は大口寄付が得られなかったことから、協賛

会活動を軌道に乗せ、年度によってムラがある寄付金収入ではなく、恒常的に寄付

を得られるような土壌づくりを進めていく必要がある。 

５．有休資産の売却については本格的に進める必要がある。特に令和 8 年度は資金繰

り計画が厳しく、なるべく早期に資金が必要になる。本部全体として着実に前進さ

せるように努力していく。 

６．より効率的な人員配置という点で、教職員の研修と人事考課を本格的に進める。

研修については外部研修の案内の周知方法とより積極的な派遣を進める。人事効果

については新たな方法で再開するために、効果が上がる制度として運用を進める。 

 

 

２－２ 青森大学 

＜事業計画＞ 

１．令和 5 年度に採択された大学・高専機能強化事業の推進。将来を見据えた学部構

成の検討。東京キャンパスにおける教学支援体制の拡充。 

学長のリーダーシップのもと、学部横断・文理融合型の教育課程の編成について議

論し、令和 8 年度よりソフトウェア情報学部に新コース（インターフェースコー

ス）を設置する予定で、6 月に 70 名の入学定員を 90 名に増員する学則変更申請を

行う。令和 8 年度に行う社会学部の学生募集停止に向けて、社会学部の学びを総合

経営学部及びソフトウェア情報学部に継承していく構造を作り上げる。薬学部強化

タスクフォースにおける学生募集活動及び薬剤師国家試験合格率の向上等に継続的

に取り組む。また、募集停止も含めた薬学部の将来に関する改善計画等を、学外有

識者を交えた薬学部将来計画審議会において検討していく。東京キャンパス強化タ

スクフォースにおいて、教職協働体制で、就職支援の拡充・早期化への対応策、日

本人学生との正課・正課外を通じた交流機会の創出機会を提供すべく企画・運営等

を継続していく。また、遠隔授業(同時双方向型・オンデマンド型)の適切な運用を推

進していくとともに、3 キャンパスチェックリストを継続的に運用し、教育環境等

の改善を図っていく。さらに、東京キャンパス将来計画審議会を立ち上げ、東京キ

ャンパスの将来について審議していく。 

２．収容定員充足率を向上できるよう募集活動等の展開 

社会学部の学生募集停止にともない、令和 8 年度より入学定員が 320 名から 270

名になることから、262 名の入学者を確保し、大学全体の収容定員充足率の向上を



13 

 

図っていく。併せて、物価高騰の影響等による支出増を勘案して、学生納付金の増

額を検討し、大学全体の収入増を図っていく。 

３．単年度経常収支差額黒字化に向けた各種経費削減策の実施 

教育研究経費について、適切な額を確保し続けるとともに、教育研究経費以外の

経費は、継続的な削減を実施していく。 

４．業務の効率化による新規採用者の抑制と効果的な人員配置 

業務の効率化により、新規採用者数を必要最小限に留めるとともに、教員に関し

ては基幹教員の仕組みを利用し、必要教員数を確保する。 

５．中長期計画の見直し等による施設整備計画の見直しと耐震整備 

施設整備将来計画による中長期計画を学園の財政状況と照らし合わせることで見

直しを図る。耐震整備について文部科学省からも重点事項として改善が求められて

おり、早急に可能な対策を模索する。 

 

＜実施結果＞ 

１．令和 5 年度に採択された大学・高専機能強化事業の推進。将来を見据えた学部構

成の検討。東京キャンパスにおける教学支援体制の拡充。 

令和 8 年度よりソフトウェア情報学部に新コース（インターフェースコース）を

設置すべく、令和 7 年 6 月に 70 名の入学定員を 90 名に増員する学則変更届出が文

部科学省より受理された。社会学部の学生募集停止に向けて、社会学部の学びを総

合経営学部及びソフトウェア情報学部に継承していく構造を作りあげるべく、「学

長・学部長会議」を設置し、検討を重ねている。薬学部将来計画審議会での議論・

答申を踏まえ、青森県内のエッセンシャルワーカーを確保すべく薬学部の方向性を

包括的に整理している。遠隔授業の適切な運用等、学生の声を聴きながら、学生に

寄り添った学習環境の支援を行っているところである。東京キャンパス将来計画審

議会では東京キャンパスの教学面の強化と入口から出口までの一貫した支援を行い

ながら、江戸川区の自治体・企業等と協働しながら支援を続けており、就職率も向

上している。 

２．収容定員充足率を向上できるよう募集活動等の展開 

262 名の入学者の確保を目指し募集活動を行い、258 名と充足率 95.6%の結果と

なった。 

３．単年度経常収支差額黒字化に向けた各種経費削減策の実施 

  全学をあげて経費削減を行い、大学単体としては約 1 億円程度の黒字化を達成し

た。 

４．業務の効率化による新規採用者の抑制と効果的な人員配置 

  新規採用者の抑制につとめ、令和 8 年度は教職員含め 8 名の採用に留めた。 

５．中長期計画の見直し等による施設整備計画の見直しと耐震整備 

  学園本部と相談しながら、大学の中期的計画を見直し、耐震整備を優先的に行う
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よう検討しているところである。 

 

＜今後の課題及び対策等＞ 

１．令和 5 年度に採択された大学・高専機能強化事業の推進。将来を見据えた学部構

成の検討。東京キャンパスにおける教学支援体制の拡充。 

  令和 8 年度よりソフトウェア情報学部と総合経営学部に新コースが設置され、文

理融合、地域連携、実践的教育に資源を集中させていきたい。そのためにも学長会

議、学長・学部長会議、東京キャンパス将来計画審議会などでの情報共有を行いつ

つ、より効果的に大学運営ができるよう将来を見据えた対応を検討し、実施してい

きたいと考えている。 

２．収容定員充足率を向上できるよう募集活動等の展開 

  入学定員 270 名を確保すべく、募集活動を展開し、特にソフトウェア情報学部の

入学定員 90 名を確保すべく、ソフトウェア情報学部の機能強化プロジェクトを基盤

として、デザイン思考に基づく探究型学修を全学的に展開し、学生が、情報技術、

経営、社会、健康課題、地域課題といった多様な要素を統合し、現実の問題解決に

取り組む力を養うことができるよう、「知の統合」を推進していくことで入学者の確

保をしていく予定。 

３．単年度経常収支差額黒字化に向けた各種経費削減策の実施 

損益分岐点の考え方に基づき、奨学費を含めた収入と支出のバランスを踏まえた

持続可能な財務モデルを構築し、さらなる黒字化を達成すべく経費削減を行ってい

く予定にしている。 

４．業務の効率化による新規採用者の抑制と効果的な人員配置 

  大学運営改善を進めるため、各部局の年間業務を明確化し、IR 機能及び AI の利

活用を強化することで、データに基づき実態・実情を適切に反映した意思決定体制

を確立することや基幹教員の有効的な活用等を行い、新規採用者の抑制に努めた

い。 

５．中長期計画の見直し等による施設整備計画の見直しと耐震整備 

       耐震整備に関しては、今後有事の際には善管注意義務違反となる可能性もあるた

め、法人本部と財務面などを検討しながら、学生・教職員がより安心・安全に教育

活動を展開できるよう整備していきたい。 

 

 

２－３ 青森山田高等学校 全日制課程 

 ＜事業計画＞  

 （１）高校全体 

・入学定員変更 400 人→360 人 

・入学者確保と出口の保障 
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   ・受検料と学納金値上げ検討 

   ・奨学費削減への取り組み 

   ・寮費値上げ 

（２）普通科 

   ・特進コース進学実績向上 

   ・キャリアアップコース青森大学との連携授業 

・スポーツコースアドバンスクラス進学実績向上 

（３）IT ビジネス科 

   ・青森大学ソフトウェア情報学部との連携授業 

・DX ハイスクールに対する取り組み 

（４）調理科 

   ・調理師養成施設として食のスペシャリスト育成 

 

＜実施結果＞ 

 （１）高校全体 

・令和 8 年度入試結果は、推薦入試で 297 名、一般入試 50 名の計 347 名 11

クラスの入学者であった。360 名の定員に対し充足率は 96%。この 347 名

という入学者数は、他の東青地区私立高校 3 校の入学者数を合わせた数の

340 名を大幅に上回る数である。 

この結果は入試広報部における県内中学校への訪問説明会、県内外への各

部活動顧問監督の勧誘活動をはじめ、特進コース勉強会などそれぞれの教職

員の根気強い募集活動の結果である。 

・進学実績としては、早稲田、慶応、上智、東京理科大。明治、青山、立教、 

法政など。国公立大学はお茶の水、千葉、秋田、弘前大学。学園系列の青森

大学へは 28 名。4 年制大学に 230 名が合格した。 

・令和 8 年度より Web 出願を取り入れ受検料を 10,000 円から 12,000 円に学

納金（冷暖房費）として年間 12,000 円の値上げを決定した。 

・奨学費の削減については令和元年 107 名であった S 特待を今年度も 71 名と

削減を継続している。 

 （２）普通科 

・特進コースは国立大学のお茶の水、千葉、秋田、弘前大学に、慶應、上智等

の有名私立大学に合格した。 

生徒募集活動として、中学生対象の勉強会を行った。 

・アートエクスプレッションコースは今年度からスタートし 15 名の新入生と

なり、定期的にプロの指導を受けて芸術（音楽と美術）のスペシャリストを

目指す。 

・キャリアアップコースは 7 年目となり、青森大学の協力を得て連携授業を継
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続して行っており、校内外での活動を充実させた。 

・スポーツアドバンスクラスは、学力の向上を図るために 1 年次 2 クラスを 1

クラスに選抜し、早稲田、立教、中央、専修、同志社等に合格者を出した。 

（３）IT ビジネス科 

・青森大学ソフトウェア情報学部との連携授業が 9 年目となった。JTB、アイ

ザワ証券などの企業と連携授業を行った。文部科学省認定の DX ハイスクー

ル採択校となり取り組んだ。 

（４）調理科 

・プロの講師による指導で、卒業と同時に国家資格調理師免許を取得できるた

めに、即戦力としての期待がある。また、青森県ふぐ処理者認定試験の講習

を行い資格取得は今年度 15 名受検で 14 名合格させた。 

 

＜今後の課題＞ 

（１）高校全体 

・青森県東青地区、青森市内の中学生減少が続いていく中で、一般入試で多く

の生徒を獲得するためにも併願受検者数を確保して受検者数を増加させる。

推薦入試では、県内はもちろん部活動で県外より多くの入学者獲得を目指

す。 

・適切なクラス数の設定と適正な教員配置を計画していかなくてはならない。 

・教員一人ひとりの資質向上を目指し、引き続き研修の充実を目指す。 

・奨学費に関しては、就学支援金制度が引き上げされたことで適正数を再考 

して入学者確保につなげていく。 

・ICT 環境の整備として Wi-Fi の充実。県立高校に劣らない教育環境を目指

す。 

  （２）普通科 

・特進コースは医歯薬をはじめ、難関大学進学に向けて学力向上を図るととも

に、多様な入試方法に向けて対応する。中学生とその保護者に特進コースを

より認知してもらうためにもコース説明会を計画する。また、民間学習塾

（予備校）や学園系列青森大学との連携授業で生徒へのサポートを考え進学

実績向上につなげていく。 

・青森山田の芸術系の魅力発信をする。アートエクスプレッションコースクリ

エイティブアート専攻は、絵画、ポスターデザイン、版画等のコンクール入

賞を目指す。ウインドシンフォニー専攻は定期演奏会を開催し技術向上に励

む。 

・キャリアアップコースは青森大学の協力を得て連携授業を継続して行い、青

森大学への進学者を確保する。 

・スポーツアドバンスクラスからは、有名私立大学への進学者を増加させる。 
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（３）IT ビジネス科 

・青森大学ソフトウェア情報学部との連携を進め、青森大学進学につなげ、

DX ハイスクール校として未来を切り拓く人材を育成する。 

（４）調理科 

 ・調理師養成施設として食のスペシャリストを育成していき、青森県産食材

を利用した創作料理作りを通して、時代のニーズを調理に取り入れることが

できる専門家を目指す。 

２－４ 青森山田高等学校 通信制課程  

＜事業計画＞ 

・青森校・札幌校・東京校 

   生徒募集―中学校への個別訪問と学校説明会への参加 

        高等学校の進路変更者と中途退学者の柔軟な受け入れ 

進路指導―青森大学を含む学園関連教育機関への進学者を増やす社会へ自立

できる進路指導 

＜実施結果＞ 

 ・青森校 新入生 23 名、転・編入生 42 名、青森大学へ進学 12 名 

・札幌校 新入生 29 名、転・編入生 10 名、青森大学へ進学 0 名 

・東京校 新入生 48 名、転・編入生 14 名 

 

＜今後の課題＞ 

・青森校・札幌校・東京校 

① 学園高等教育機関への進路指導の強化と安定した入学者数の確保 

② 様々な支援制度の活用、ハローワークの研修などの活用と教員研修会へ

の積極的な参加 

③ 青森大学キャンパス施設・設備を活用した利便性のある授業展開 

④ 青森校・札幌校・東京校 3 校の密な連携 

⑤ 各校で SNS を活用した広報活動 

⑥ 各校の「諸経費」を値上げし、生徒の健康診断経費や札幌校の施設使用

料に関して経費削減を図る 

⑦ 東京校専任教員の増員が必要 

 

 

２－５ 青森山田高等学校 自動車専攻科 

＜事業計画＞ 

（１）教学改革計画 

・生徒募集停止が決まり令和 7 年度は 2 年生のみとなったが、引き続き実践に強

い自動車整備士養成に取り組み、 青森県内外の 自動車業界に貢献できる人材
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を育成する。 

・近年の自動車のコンピュータ化はかなり進んでいるため 、電子制御装置が多様

化されており、スキャンツールを使用し車両の状態把握など、最新技術の習得

が必要となる。そのためプロのエンジニアによる外部講習の実施などを増や

し、自動車業界での即戦力となりうる人材を育成する。 

・外部講習会・説明会等を積極的に実施する。令和７年度の外部講習会は、昨年

度程度実施したい。（青森トヨペッ ト、青森三菱、青森ふそう、青森ダイハ

ツ、いすゞ東北、青森日野自動車、トヨタカローラ青森、ホンダモビリティ東

北等の新技術講習会） 

（２）募集対策と学生数・学納金計画 

・令和 6 年 7 月に生徒募集停止が決まり、令和 7 年度は 2 年生のみの学生数 17

名である。 

・学納金滞納者を出さないために、保護者との連絡をしっかり行う。 

（３）経費削減計画 

  ・生徒募集停止に伴い、光熱費や実験実習費等をできる限り圧縮する。 

 

＜実施結果＞ 

（１）就職状況 

 ・2 年生 17 名中、内定者 17 名（就職率 100％） 

（２）各種試験 

 ・実技修了試験Ⅰ及びⅡ（10 月） 

 ・二級自動車整備士試験（3 月） 

（３）講習会・研修旅行等 

 ・研修旅行（関東方面）（11 月） 

  本田技研工業埼玉製作所見学、ジャパンモビリティショー 他 

  

４．その他 

・事業承継先の法人による令和 8 年度 4 月の専門学校開校が決まったので事業引継

ぎに関する取組みを行った。 

・専門学校開校準備のための校舎改修工事を行った。（7 月～9 月） 

・土地・建物等を承継先の法人へ売却（令和 6 年度 3 月理事会承認） 

 

 

２－６ 青森山田中学校  

 ＜事業計画＞ 

（１）志願者数・入学者の計画 

・目標志願者数 150 名 
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・目標入学者数 80 名 

（２）学校説明会参加者 100 家庭・200 名 

・東青地区小学校訪問 

・SNS を駆使した魅力の発信 

・各種検定（漢検・英検・数検）全員 3 級以上合格 

（３）ICT 教育の充実 

・中学校舎全館の WiFi 環境構築 

・AI ドリル（スタディサプリ）の導入 

・Chromebook の導入 

 

＜実施結果＞ 

（１）志願者数・入学者の計画 

・令和 8 年度入学の入学試験を 1 回実施した 

・令和 8 年度入学試験の志願者は 99 名 

・入学者は 70 名（令和 8 年度から入学定員を 70 名に減員：充足率 100％） 

（２）令和 8 年度入学者向け学校説明会 

【青森山田中学校体育館：2025.12.6(土）実施】 

・参加者：98 家庭・210 名（昨年度：78 家庭・183 名） 

・東青地区小学校訪問：東青地区全ての小学校訪問を実施した 

（３）ICT 教育の充実（継続） 

・令和 7 年度入学者より ICT 充実費として学納金を月額 4,000 円（年額

48,000 円）増額して更に教育環境の充実を図った 

・WiFi システムを中学校校舎全館に設置を継続 

・AI ドリル（スタディサプリ）を全学年が導入を継続 

・Chromebook を全校生徒が一人 1 台を活用（新入生が購入） 

 

 ＜今後の課題＞ 

・学力向上のため学習支援体制を強化すること。 

・少子化による生徒数の減少。本校の優位性や魅力をさらに発信する。 

・学費等の経済的負担に対する家庭の懸念。学費の値上げと県内割を検討。 

・人件費削減のため教職員配置の適正化を図ること。中学校校舎に一本化。 

・老朽化した寮や食堂の環境整備。110 周年記念事業による学生食堂新築予

定。 

 

 

２－７ 呉竹幼稚園  

＜事業計画＞ 

地域の自然や社会環境とつながりながら、心が動かされる多様な体験活動を通

して、これからの時代に求められる創造力や豊かな人間性などの「生きる力の基

礎」を育む。 
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＜実施結果＞ 

（１）地域の自然を活用した体験活動や、関連した活動を通して、子どもの興味・

関心・意欲を喚起し、主体的な活動へつなげることができた。 

①年長 

・地域探検…中央市民センター図書室、さんかく公園 

・焚き火体験…青森大学中庭（協力者：青森大学 佐々木豊志教授他） 

・新中央埠頭～野内川河口付近～浅虫海岸 

・「いちにちようちえん」森の冒険…国際芸術センター（協力者：職員） 

  

 ②年長、年中「スキー教室」外部講師：青森スキーアカデミー指導員 

・各クラス 2 名の講師による指導により、年長組は手厚い指導を受けることが

できた。初日からリフトを利用しめざましい上達を見せた。 

（２）青森山田学園のよさを活用した活動により、のびのびと運動をしたり、人との

関わりや伝統文化を楽しんだりすることができた。 

①年長・年中「サッカー教室」指導者：青森山田高校サッカー部コーチ 

②希望者「高円宮杯 JFA U18 プレミアリーグ」エスコートキッズ 

③希望者「ねぶた祭参加」 

（３）地域の社会環境を活かすことにより、幼稚園ではできない活動を補ったり、社

会性を身に付けさせたりすることができた。 

    ①年長「いちご狩り」場所：青森市油川むつみ窯 

    ・いちご狩りをクラスの友達や先生と思う存分楽しむことができた。 

    ②年少、年中、年長「青森県消防教育センター訪問」 

    ・煙体験を通して火事の怖さを感じたり、消防自動車、救急車を見学して、そ

の働きに興味を持ったりしていた。 

  ③年長・年中「創作体験」国際芸術センター 

④全クラス「りんご狩り」観光りんご園 

    ・事前指導や収穫体験を通して、りんごに興味を持つことができた。 

   ⑤全クラス「東奥児童美術展見学」「アトリエプランタン作品展見学」 

    ・表現の仕方や材料に興味を持ち、自分も作ってみたいという創作意欲が湧

き、その後の作品制作においても工夫が見られた。 

⑥年長「青森県幼児・小中学校毛筆書写紙上写展見学」読売新聞主催 

（４）年長・年中「国際交流」講師：青森市国際交流員 

（５）幼小連携 

   ・夏休み作品展見学、交流会後の教室見学 

（６）家庭との連携 

  ・保護者面談…7 月、2 月 

  ・引渡し訓練…10 月（災害時の二次避難先である山田高校で実施） 
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（７）募集停止をしているため令和 8 年度は利用定員を 15 名に変更 

    

＜施設整備＞ 

   令和 7 年度末の豪雪で園舎前ブロック塀のフェンスが破損し、撤去が必要であ

る。      

 

＜今後の課題＞ 

①園児数の減少や職員構成は変化したが、これまで以上に、子どもたちにとって

わくわくする体験を、保護者には呉竹幼稚園に残って良かったと満足していた

だけるよう創意工夫していきたい。 

②園児数は少ないが預かり保育があるため、特に長期休業中のシフト割振りによ

る教員の負担が大きい。長期休業中の預かり保育に特化した職員の採用を希望

したい。 

 

 

２－８ 螢ヶ丘幼稚園  

＜事業計画＞ 

① 教育改革計画：従来の保育内容を維持する。 

螢ヶ丘幼稚園の教育目標の具現化に努め、教育計画や環境の充実を図る。 

子ども理解を深め、教員の資質向上に努める。 

② 募集対策と学生数・学納金等計画： 募集停止 

③ 経費削減計画（人件費を除く）： 園児募集に関わる事業の削減 

④ 人事政策： 1 名の削減 

⑤ 施設設備計画： 消防点検での指摘箇所への対応 

 

＜実施結果＞ 

  １．教育改革計画 

（１） 教育目標の具現化 

・活動の終盤、話し合いの場面を位置づけ活動を振り返ることで、個々の思い

を共有化したり、次の活動への意欲をもったりし、計画を立てられるように

なった。下の子も話を聞いたり、決まったことを一緒にやろうとしたりする

意識が芽生えた。年長児が下の子を思いやる発言も多くなり、それぞれの発

達段階に応じ活動が活性化された。 

・様々な場面での話し合いによって、相手意識・目的意識をもって考えるよう

になった。誕生会等では、相手を意識して内容を考え、表現することができ

た。それぞれの相手を思いやる気持ちやどのように表現するか工夫する力、

さらには全員でやろうとする協同性が育った。      
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（２）青森山田学園の施設・人材の積極的活用 

・体操、サッカー、スキー、スケート、英語等を教育課程の中に位置づけた。

直接、専門家に指導してもらうことで、満足感や自信に結び付き、他の活動

への意欲喚起となった。保護者からも、青森山田学園関連の活動が充実して

いることが高く評価（保護者アンケート 100％肯定）された。 

・火おこし体験やイグルー作りを通して、自然と触れ合いながら活動を楽しむ

ことができた。 

・栽培活動の収穫後に、山田高校調理科とのお菓子づくり交流を組み込んだこ

とで、その後の調理体験（カレーや芋ご飯等）に活動が広がった。 

・敬老会をはじめとし、高齢者昼食会、地域ねぶた、交通安全パレードなど、

地域の方々と交流する機会が多々あった。地域に対しての親しみをもち、喜

んで行事へ参加していた。 

（３） 少人数指導の充実 

・日々の保育に縦割りで遊ぶ時間を設定し、環境設定や支援の仕方を工夫する

ことで、主体的に活動する姿が見られた。特に、縦割り遊びと行事を関連づ

けて取り組ませることで、目当てをもって行事に参加することができた。 

・教育支援員の配置により、きめ細やかな個に応じた支援ができた。支援を必

要とする子だけでなく、他児へも担任の目が行き届いた。 

（４） 幼保小の連携の充実 

・アプローチカリキュラムに基づいた保育実践を行うことで、それぞれの行事 

に子どもが主体的に関わり、行事に参画できた。 

・オアシス会議（地区ごとの連携会議）をはじめとする幼保小連携の取り組み

の中で、教師同士の授業・保育参観が行われ、小学校へつなげるためにどん

な力をつければよいかを意識して教師は計画・実践をした。 

・小学校との交流を行事への意欲に結び付けることができ、めあてをもって取

り組む子どもの姿が見られた。年長児は入学への期待をもって卒園すること

ができた。 

（５）教員の資質向上 

◎子ども主体の活動がなされるような教員の自己研鑽の場 

     ○園外研修（オンライン 2 回） 

・特別支援に関わる研修・・・6 月（2 回）、7 月（3 回） 

・青森市私立幼稚園協会冬季教員研修会・・・1 月 

・青森県教育委員会主催研修会・・・8 月 

・青森山田学園幼稚園・こども園合同夏季研修会・・・8 月 

・青森県私立幼稚園連合会主催教員研修会・・・8 月 

・他園研修会・・・6 月（弘前）、7 月（八戸） 

・幼保小連携に関わる研修・・・4 月（2 回）、12 月、1 月、2 月 



23 

 

○園内研修 

・特別な支援を要する子への対応・・・4 月 

・不適切な保育。虐待に関する研修・・・7 月 

・活動計画の見直し（2 学期分）・・・8 月 

・研修会への参加報告 ・・・ 職員会議時、8 月、12 月 

・活動報告書の作成・・・12 月 

       園外研修では、オンライン研修も含め、複数回自分の課題に沿った研修受

講し、自己研鑽に努めた。 

園内研修では教育活動の計画、実践、評価を全員で行うことで、主体的に

取り組む活動の工夫や子どもへの支援の仕方を具体的に学び、保育に生かす 

ことができた。 

２．募集対策と学生数・学納金等計画 

満 3 歳以下の募集停止  3 歳～5 歳までの入園児はなし 

３．経費削減計画 

     就園児教室：募集停止により開催なし 

  ４．人事政策 

     募集停止に伴い、事務員の配置がなくなったため、教頭をはじめ分掌の分

担の見直しを行い対応に当たった。人手不足は否めないが、それぞれの教職

員がカバーしあって、園運営に参画した。 

５．施設設備計画 

園バスの故障が相次いだ。また、大雪による建物破損や除雪費の負担が大

きかった。 

 

＜今後の課題＞ 

・募集停止のため、学級数が減り、さらに人員が削減される中でこれまでの保

育内容を維持するための工夫 

   ・自由遊びを充実させるための時間や場の工夫          

見取りをしっかり行い、次の手立てとする（短いスパンの PDCA） 

 ・地域との交流・・・地域の人材、施設の活用 

小学校との連携の仕方の工夫 

他園との交流 

・教育支援の充実・・・個別の支援を必要な子への支援充実の工夫 

（保護者、関係機関と連携、個別の支援・指導計画の作成と共通理解） 

 

 

２－９ 青森県ヘアアーチスト専門学校 

 ＜事業計画＞ 
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（１）教学計画 

 ・国家試験：受験者全員合格 

 ・各種資格試験・認定試験：受験者全員合格 

 ・職業人としての自覚と基本的生活習慣の確立 

（２）学生募集計画 

 ・令和 7 年度学生募集停止 

（３）経費削減計画 

 ・前年比経費 2 割削減 

（４）施設整備計画 

 ・看板リニューアル 

 ・ガラスブロック修繕 

 ・校内照明の LED 化 

 ・貯水槽タンクの修復・補修工事 

 

  ＜実施結果＞ 

 （１）教学計画について 

   ①各種認定試験の受験者全員合格 

    認定試験結果 

 受験級 受験者 合格者 合格率 

JNA ネイル認定試験 初級 12 12 100％ 

まつ毛エクステンション認定試験  16 16 100％ 

AFT 色彩検定 2 級(冬季) 1 0 0％ 

②職業人としての自覚と基本的生活習慣の確立 

 将来、理美容業に携わる職業人となることを自覚し、自らの意思で基本的

生活習慣の確立を図った 

  ③国家試験の受験者全員合格 

   第 53 回理容師・美容師国家試験結果 

 受験者 合格者 合格率 

理容師 6 6 100％ 

美容師 34 26 76％ 

   卒業生全員合格とはならなかった。 

 （２）学生確保について 

・2024.7.12(2025 年度以降の新規学生募集停止決定) 

・学校法人 SKK へ運営を承継。 

・学校法人 SKK への承継が令和 8 年 4 月 1 日のため、以下について学園

が行った。 

①学生募集（令和 7 年 8 月より）  
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②理容科廃止の届出（入学希望者減により） 

 

３．財務の概要 （計数詳細は別紙「令和 7 年度計算書類」参照） 

令和 7 年度は、経常収支差額が 1 億 4,683 万円の支出超過となった。経営改善計

画は 1 億 6,643 万円の支出超過を見込んでいたので、計画を 1,960 万円上回る結果

となった。翌年度繰越支払資金は 9 億 5,159 万円となり、前期比△2.3%と安定した

運営資金を確保している。 

 

（１）貸借対照表について 

資産の部は、有形固定資産は不

動産売却と減価償却により前期比

4 億 6,805 万円減少した。その他

の固定資産は横ばいで前期比 366

万円減少した。流動資産は退職金

財団交付金収入の減少により未収

入金が減少し前期比 9,563 万円減

少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

負債の部は、固定負債は長期借

入金の減少により前期比 1 億

5,976 万円減少した。流動負債は

未払金の減少により前期比 7,520

万円減少した。 

 

 

 

 

 

 

【負債の部】 （単位：百万円）

科目 令和６年度 令和７年度 増減

 固定負債 2,544 2,384 -160

 　　長期借入金 1,950 1,780 -170

　　 長期未払金 42 97 55

 　　その他 1 1 0

 　　退職給与引当金 551 506 -45

 流動負債 2,403 2,328 -75

 　　短期借入金 1,300 1,384 84

 　　未払金 358 255 -103

 　　前受金 630 581 -49

 　　その他 115 108 -7

 　　　負債の部合計 4,947 4,712 -235

 【資産の部】 （単位：百万円）

科目 令和６年度 令和７年度 増減

 固定資産 11,313 10,841 -472

 　有形固定資産 11,227 10,759 -468

 　　土地 4,913 4,683 -230

 　　建物 4,795 4,519 -276

 　　構築物 77 65 -12

 　　教育研究用機器備品 149 200 51

 　　管理用機器備品 39 35 -4

 　　図書 1,227 1,232 5

 　　その他 27 25 -2

 　その他の固定資産 86 82 -4

 　　長期貸付金 37 35 -2

 　　その他 49 47 -2

 流動資産 1,367 1,272 -95

 　　現金預金 974 952 -22

 　　未収入金 351 288 -63

 　　その他 42 32 -10

 　　　資産の部合計 12,680 12,113 -567
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純資産の部は、第 1 号基本金が

不動産売却等により前期比 3 億

6,319 万円減少し、翌年度繰越収

支差額が前期比 3,081 万円増加し

た。 

 

 

 

 

 

（２）事業活動収支計算書について 

 

   教育活動収支差額は 8,365 万円の支出超過となった。これは教育活動収入が前

期比減少したためである。学生生徒等納付金は前期と同程度を確保したが、受託

事業収入の減少により付随事業収入が前期比 7,217 万円減少し、退職金財団交付

金収入の減少により雑収入が前期比 3,093 万円減少した。教育活動支出は前期よ

（単位：円）

科　目 令和６年度決算 令和７年度決算 増減

1．学生生徒等納付金 2,271,700,136 2,272,425,137 725,001

2．手数料 26,217,459 26,095,113 ▲ 122,346

3．寄付金 75,764,679 38,438,568 ▲ 37,326,111

4．経常費等補助金 929,608,296 918,138,984 ▲ 11,469,312

5．付随事業収入 83,599,857 11,421,872 ▲ 72,177,985

6．雑収入 282,962,658 252,023,192 ▲ 30,939,466

教育活動収入計 3,669,853,085 3,518,542,866 ▲ 151,310,219

1．人件費 1,953,142,379 1,929,576,310 ▲ 23,566,069

2．教育研究経費 1,288,565,996 1,287,593,692 ▲ 972,304

3．管理経費 335,693,943 379,565,289 43,871,346

4．徴収不能額等 6,423,000 5,456,711 ▲ 966,289

教育活動支出計 3,583,825,318 3,602,192,002 18,366,684

教育活動収支差額 86,027,767 ▲ 83,649,136 ▲ 169,676,903

1．受取利息・配当金 292,382 1,521,040 1,228,658

2．その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 292,382 1,521,040 1,228,658

1．借入金利息 55,590,403 64,704,959 9,114,556

2．その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 55,590,403 64,704,959 9,114,556

教育活動外収支差額 ▲ 55,298,021 ▲ 63,183,919 ▲ 7,885,898

経常収支差額 30,729,746 ▲ 146,833,055 ▲ 177,562,801

 【純資産の部】 （単位：百万円）

科目 令和６年度 令和７年度 増減

 基本金 25,336 24,973 -363

 　　第１号基本金 25,055 24,692 -363

 　　第４号基本金 281 281 0

 繰越収支差額 -17,603 -17,572 30

 　　翌年度繰越収支差額 -17,603 -17,572 30

純資産の部合計 7,733 7,401 -333

負債及び純資産の部合計 12,680 12,113 -568
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り微増となった。 

   教育活動外収支差額は 6,318 万円の支出超過となった。金利上昇により借入金

利息が増加した。 

   この結果、経常収支差額は 1 億 4,683 万円の支出超過となった。 

 

 

（３）資金収支計算書について 

 収入の部は、資産売却収

入は自動車専攻科の土地建

物売却によるものである。

その他の収入の減少は、主

に退職金財団交付金収入の

未収回収によるものであ

る。付随事業・収益事業収

入の減少は、AMED 受託事

業収入の減少によるもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 支出の部は、人件費支出

の減少は、教職員の人員減

によるものである。設備関

係支出の増加は、大学 5 号

館整備事業及びエアコン整

備事業によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収入の部】 （単位：千円）

科目 令和6年度 令和7年度 増減

 　学生生徒等納付金収入 2,271,700 2,272,425 725

 　手数料収入 26,217 26,095 -122

 　寄付金収入 82,765 43,439 -39,326

 　補助金収入 929,608 918,139 -11,469

 　資産売却収入 0 187,800 187,800

 　付随事業・収益事業収入 83,600 11,422 -72,178

 　受取利息・配当金収入 292 1,521 1,229

 　雑収入 281,719 250,926 -30,793

 　借入金等収入 3,050,000 5,088,000 2,038,000

 　前受金収入 629,789 581,323 -48,466

 　その他の収入 981,690 1,131,470 149,780

 　資金収入調整勘定 -965,478 -774,696 190,782

 　前年度繰越支払資金 910,320 974,302 63,982

 収入の部　合計 8,282,224 10,712,167 2,429,943

 【支出の部】 （単位：千円）

科目 令和6年度 令和7年度 増減

 　人件費支出 2,118,193 1,972,761 -145,432

 　教育研究経費支出 1,031,235 1,038,682 7,447

 　管理支出 318,399 310,743 -7,656

 　借入金等利息支出 55,590 64,705 9,115

 　借入金等返済支出 2,750,000 5,174,000 2,424,000

 　施設関係支出 1,967 95,865 93,898

 　設備関係支出 48,994 153,129 104,134

 　資産運用支出 0 0 0

 　その他の支出 1,342,164 1,272,858 -69,306

 　資金支出調整勘定 -358,622 -322,164 36,458

 　翌年度繰越支払資金 974,302 951,588 -22,715

 支出の部　合計 8,282,224 10,712,167 2,429,943


